
鉱工業生産指数（平成12年=100）
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（資料：経済産業省、北海道経済産業局）

◇鉱工業生産指数（平成１２年＝１００）

地域経済動向の把握

２１．調査・統計データの収集・分析
～数字で見る地域の動向

＜調査課＞

１．本事業の目標
・北海道経済の動向を把握し、その分析結果を迅速

に提供する。

２．本事業の取組
（１）生産活動と消費動向の公表

北海道管内の生産活動と消費動向を把握するため、

生産・商業動態統計調査を利用した以下の統計資料
を毎月公表。

・北海道鉱工業生産動向

・北海道大型小売店販売動向

・北海道コンビニエンスストア販売動向

国、地域の実情を客観的に判断するには数字で見るのが一番判りやすく簡単です。

そのため当局では、道内の様々なデータを収集・分析し、公表を行っております。

データを掲載した当局ホームページのアクセス件数は局内最多（平成１９年：約８７，０００件）であり、広く

注目を集めています。

◇最近の管内経済概況
（２）景気動向の公表
北海道管内の景気動向を把握するため、主要な経

済指標を収集、分析するとともに企業、団体等からの
ヒアリングを実施し、その内容を取りまとめた「最近の
管内経済概況」を毎月公表。

（３）企業活動の実態の調査・公表
北海道管内の企業活動の実態を把握するため、本

社が所在する企業に対し、「企業活動基本調査」を実
施し、調査結果を取りまとめ毎年公表（速報、確報）。

（４）地域経済産業の動向調査・公表
地域経済産業の動向を把握するため、地域経済に

大きな影響のある企業等約１００社へのヒアリングを
実施し、年３回程度公表。
また、トピックスとして昨今の原油・原材料価格高騰
の影響などの調査も実施。

（５）北海道地域産業連関表の作成
北海道管内の産業構造や各産業間の経済取引関

係を明らかにするため、「北海道地域産業連関表」を
５年毎に公表。
本連関表は、北海道洞爺湖サミットや、北海道日本
ハムファイターズの経済効果等の算出に使用されて
いる。
現在、「平成１７年地域表」を作成中であり、平成２１
年に公表の予定。
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 ※全国は、内閣府「月例経済報告」の基調判断。
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◇最近の管内経済概況

※月間有効求人倍率 10月 （季節調整値）
資料 厚生労働省「職業安定業務統計」

（平成１９年１１月３０日公表）により作成
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○第２２回地域経済産業調査結果の概要（全体総括）
資料１
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地域の景況は、緩やかな改善傾向にあるものの、ばらつきがみられる。
（全般及び４地域で判断を下方修正）

有効求人倍率（平成1９年10月）
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◇地域経済産業調査の概要
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